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　今回の新型インフルエンザ対策における科学院の役割について、研修、研究、データベースの各側面から検証した。

　まず、短期研修として、健康危機管理保健所長等研修【実務編】、健康危機管理保健所長等研修【高度技術編】、感染症集団発生対策研修、ウイルス研修（細菌研修と隔年実施）、新興再興感染症技術研修において、講義・演習に新型インフルエンザ対策を取り上げたり、検査法の実習を充実させたりした。

　長期の研修では、専門課程Ⅰ保健福祉行政管理分野　分割前期（保健所長コース）において、新型インフルエンザ対策に関する講義・演習や成田空港検疫所見学を取り入れた。また、国立感染症研究所と共同実施している専門課程Ⅱ健康危機管理分野では、5月初旬より、実際の発生地に出向き、実地疫学調査を実施した。

　研究面では、施設科学部による「新型インフルエンザ発生時において停留施設として使用する宿泊施設の評価手法の開発及び安全性の確保に関する研究」、研究情報センターによる「反復型開発による感染症サーベイランスシステムの開発」が注目された。

　また、科学院の5名の研究部職員が、厚生労働省の新型インフルエンザ対策推進本部に加わり、１．定点報告（季節性インフルエンザ定点報告、ウイルス学的サーベイランスなど、感染研の情報からの集計）、２．報告される発熱外来受診状況調査、入院患者数の集計、３．疑い症例調査システム（NESID）からの集計、４．報告される確定症例数の把握、５．学校の休講調査（厚生労働省分、文部科学省分）の把握など、主としてサーベイランス業務に従事するとともに、死亡に関する指標を中心としたインフルエンザ関連情報システムの評価・検討や医療体制整備における自治体の取り組み状況に関する情報の把握および提供において、大きな役割を果たした。
　さらに、科学院総務部の職員のべ88名が、5月2日から6月12日まで成田空港検疫所に派遣され、機内検疫業務を中心に支援を行った。
　また、科学院で運営するH-CRISIS（健康危機管理支援ライブラリーシステム）においては、4月24日のメキシコからの新型インフルエンザ流行の第一報より、H-CRISISの「健康危機情報アラート」機能および「健康危機管理アーカイヴ」機能を最大限活用して、厚生労働省、自治体、研究者の情報を集約・発信している。
　今後の科学院の役割の方向性としては、研究と研修の有機的結合、データベースの一層の活用、地域保健、地域医療体制強化へのさらなる関与、事後対応型研究から事前予測型研究への転換などが考えられた。
